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要　旨
　地方都市の整備方針として注目されているコンパクトシティ政策であるが、従来は都市圏の拡
大によって都市経済は拡大してきたため、都市圏の拡大を抑制するコンパクトシティ政策を展開
した際に、都市の活力を維持、発展させるための産業政策を如何に展開すべきかの議論が重要と
なる。そこで、コンパクトシティ政策として有名な富山市を事例に、両者の関係を整理した。そ
の結果、工場団地を郊外に造成する計画が産業政策として明示されるなど、都市政策と産業政策
を関連させたマクロ計画には至っていなかった。しかし、都市政策で魅力を高める都心や徒歩圏
地域では、ベンチャー育成政策を展開する余地があるなど、ミクロ政策において両者は関連づけ
ることも可能であった。そして、コンパクトシティ政策と産業政策を関連づけるには、中心市街
地における商業の位置づけを明確化し、そこに製造業をはじめとする産業機能を配置するなどの
検討が迫られていることが政策課題であることが示唆された。
　キーワード：コンパクトシティ政策、産業政策、富山市、ベンチャー育成、中心市街地
Summary
　　Compact city policies are attracting attention as policies for regional development. In 
contrast, urban economy has expanded along with expansion of urban area in the past. Since 
compact city policies control expansion of urban area, it is important to discuss the way to 
develop industrial policies for maintenance and development of urban vitality before 
implementation of compact city policies. In this paper, I focused on Toyama City, a city famous 
for its compact city polities, to make it clear the relationship between compact city policies and 
industrial policies. The study indicates that the policies of Toyama City have not been developed 
三　橋　浩　志
− 84 −
to the level of macro planning associating urban policies with industrial polities, for example, a 
land reclamation plan for suburban industrial park has not been demonstrated as an industrial 
policy. In turn, those policies can be associated with each other in terms of micro policies; for 
example, there is some room to implement venture development policies in urban areas or the 
areas within walking distance of the urban areas where their characteristics can be enhanced by 
urban policies. The study result suggests that there is an urgent need to discuss the policy issues 
to associate compact city policies with industrial policies; for example, commerce in central city 
areas should be characterized and then manufacturing and other industrial functions should be 
allocated.
　Keywords： Compact city policy, Industrial policy, Toyama City, Venture development, Central 
city area
Ⅰ．はじめに
　地方都市における都市圏の拡大や郊外化の進展は、外縁部における農地等の住宅地開発やロー
ドサイド型の商業開発等が相まって進展してきた。また、地方都市の郊外に工業団地が造成され、
新規工場立地が進展することも、都市圏が拡大する要因となっていた。このような状況のなか、
近年、地方都市の面的拡大が、様々なインフラの維持・管理コストの拡大を招いている。そこで、
人口減少社会を迎え地方行財政が切迫するなか、行政コストの低減等を目的に、市街地の無秩序
な面的拡大を抑制するコンパクトシティ政策が注目を集めている。例えば、青森市や富山市のよ
うに、無秩序な郊外化を抑制することで冬季の除雪コスト等を抑制し、さらには中心市街地の活
性化を図る政策を志向している自治体が出現している。そこでは、従来から行われていた中心市
街地の活性化政策を加速させるとともに、「まちなか居住」を推進することで、市街地の拡散的
拡大を抑制している。さらに、富山市のLRT １）導入に代表されるように、公共交通による都市内、
都市間移動を目指した交通政策を実施することで、自家用車（マイカー）移動を要因とする市街
地の拡散的な面的拡大を抑制し、CO2の排出を抑制する等の環境にも優しいまちづくりを志向す
る自治体が注目を集めている。
　しかし、我が国におけるコンパクトシティ政策は、中心市街地の活性化、まちなか居住、公共
交通の再編整備という「住宅政策」、「都市再開発」、「交通政策」を用いた市街地の面的拡大を抑
制する方策が中心であり、都市全体の活力を向上させるための「産業政策」についての議論は緒
に就いたばかりである。都市の活性化は、市街地の拡大に伴う人口増加と郊外型商業の発展、さ
らには郊外における工業団地造成による雇用の増大など、都市域の拡大が都市経済を牽引してき
た面もある。そのようななか、市街地の面的拡大を抑制し、都市圏をコンパクトに集約するコン
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パクトシティ政策が展開されると、都市経済の活力を維持・発展するためにどの様な産業政策を
同時展開すべきか、産業政策をコンパクトシティ政策のなかでどの様に位置づけるべきか、等の
検討が求められている。特に、国際化の進展等の影響を受けて、地方都市における生産機能が縮
小、再編成されており、地方圏での工場立地は長期減少傾向にある。地方都市の産業政策は、大
企業の工場誘致の限界を踏まえ、情報産業やサービス産業といった新産業の創出を目指したり、
産学官連携等による地域イノベーションを志向したりしている。このような地方都市における産
業政策は、コンパクトシティ政策とどの様な関わりで展開されているかを整理することで、コン
パクトシティ政策を深化することが可能と思われる。
　そこで、本稿では我が国におけるコンパクトシティ政策を巡る論点を整理するともに、産業政
策とコンパクトシティ政策の関係についての考察することを目的とする。具体的には、コンパク
トシティ政策を巡る論点について内閣府報告書等をもとに大観する。そして、コンパクトシティ
政策を展開する著名な都市であり、北陸地方有数の工業都市でもある富山市を事例に、富山市に
おいて両政策がどの様な関係を持って展開されているのかを行政計画等をもとに分析する。そし
て、富山市のケース等を勘案し、コンパクトシティ政策と産業政策の関係について考察すること
とする。
Ⅱ．我が国のコンパクトシティ政策を巡る論点
　コンパクトシティの概念や目的については、必ずしも明確な定義が定まっているとは言えない
が、内閣府（2012）の『地域の経済2012』２）等をもとに、コンパクトシティの定義や、コンパ
クトシティ政策を巡る論点を整理する。
（１）コンパクトシティの定義
　コンパクトシティが最初に明示的に論じられたのは、G.B.ダンツィク・T.L.サティ（1974）の『コ
ンパクトシティ』とされる３）。オペレーションズ・リサーチの専門家である両名が、数学的な方
法論を社会科学に適用する事例として、都市の空間的高度利用（超高層ビル化）と、24時間平
準化した都市利用（職住分離による拡散的な広がりを抑制する）によって、当時の米国が抱えて
いた「人口爆発への対応」を図るコンセプトとして、コンパクトシティを提唱した。玉川（2008）
は、同じ頃に発表されたローマクラブの『成長の限界』の衝撃と相まって、成長を如何に抑制す
るのかが重要な論点であり、両名がそのコンセプトに至ったと考察している。
　コンパクトシティの定義は、各国でその文脈が異なっているが、日本における定義として黒田・
田淵・中村（2008年）は、「郊外の開発を抑制し、より集中した居住形態にすることで、周辺部
の環境保全や都心の商業などの再活性化を図るとともに、道路などのハードな公共施設の整備費
用や各種のソフトな自治体の行政サービス費用の節約を目的としている」としている４）。また、
三　橋　浩　志
− 86 −
山崎・西野・岩上（2004）は、「都市の構造分析手法を用いたコンパクトシティの検討により、
我が国の都市のコンパクト化は、通勤通学等行動圏域の広さでなく、DID人口密度やDID人口の
総人口に占める比率等の指標により測られる空間構造により定義される」と述べている５）。内閣
府（2012）は、「コンパクトであることは、DID人口密度が高いことにより定義され、コンパク
トシティの形成とは、市町村の中心部への居住と各種機能の集約により、人口集積が高密度なま
ちを形成すること」と定義している６）。そして、内閣府（2012）は、「コンパクトシティの形成は、
機能の集約と人口の集積により、まちの暮らしやすさの向上、中心部の商業などの再活性化や、
道路などの公共施設の整備費用や各種の自治体の行政サービス費用の節約を図ること」を政策目
的として整理しているが、明確な定義は存在していない７）。
（２）コンパクトシティ政策の取り組み状況
　コンパクトシティ政策を展開する地方都市の取り組みについて、内閣府（2012）は、主要な
11都市８）における状況を都市機能の集約、まちなか居住の促進、交通政策などの観点をもとに
整理している。そこでは、まず、各都市内の関係者間でコンパクトシティ形成への意識が共有さ
れていない状況が浮き彫りになっている。例えば、「和歌山市は、協議会としては中心市街地活
性化基本計画の基本理念である「コンパクトシティ」を目指していたが、市役所はコンパクトシ
ティに特化した考え方ではなかったため、議論にミスマッチを起こしてきた」等の事例が報告さ
れている９）。このように、コンパクトシティ政策が展開されているものの、アクター間での意識
の共有には至っていない自治体も多い状況と推察される。
　次に、コンパクトシティを目指して中心市街地の活性化対策事業が各種実施されているが、中
心市街地は商業機能を集約するための施設整備が中心であり、例えば、医療機能や福祉機能等の
中心市街地への集約、といった中心市街地への機能配置の検討はほとんど行われていない。「中
心市街地にどの様な機能を配置すべきか」といったゼロベースでの検討が必要であるにも関わら
ず、「中心市街地は商業集積」といった従来からの枠組みを継続している都市が多いことを内閣
府（2012）は指摘している10）。
　「まちなか居住」に関しては、共同住宅を分譲方式で整備している自治体が大半であり、分譲
方式での供給は概ね完売している11）。分譲方式は、金利負担などの面からも事業採算的に極めて
有効な手法である。しかし、不動産市場が低迷する地方都市の場合は、分譲方式による住宅整備
を中止しているケースもある。また、賃貸住宅のニーズも相当程度あるが、分譲方式が優先的に
採用されている。その結果、同時期に同世代の世帯が入居することとなり、入居者の年齢構成が
いびつになり、数十年後にはマンション住民の高齢化が一気に進展することが懸念される。
　そして、コンパクトシティ政策のもう一つの柱である公共交通対策であるが、総合的な取組を
実施している都市は少ない状況にある。中心市街地と旧町村を結ぶ放射状の鉄道やバス等による
公共交通ネットワーク形成の取組と、ワンコインバスに代表される中心市街地のまちなか巡回型
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のバス路線を組み合わせた、総合的な公共交通政策が行われることが望ましい。しかし、総合的
な公共交通政策の取り組みは少なく、さらに、公共交通への誘導を提唱しながら中心市街地に大
規模駐車場を整備するなどの矛盾する対策が併行している自治体もあり、総合的な交通政策には
至っていない状況にある12）。
（３）コンパクトシティの形成に向けての課題
　上記のような状況で、内閣府（2012）は、コンパクトシティ形成に向けた課題として、「コン
パクトシティ形成を主目的にする実効性の高い取組が行われるための仕組みづくり」を挙げてい
る13）。コンパクトシティの形成に向けた都市政策を実現するためには、都市計画マスタープラン、
住宅マスタープラン、中心市街地活性化計画、交通マスタープランなどにコンパクトシティを目
標として明示し、相互に関連づけることが必要と考えられる。しかし、各マスタープランでは、
個別に目標とする都市像を記述する自治体も多く、コンパクトシティを共通の都市像に、各マス
タープランを横断的、総合的に推進・実行する仕組みの整備が課題となっている。
　「中心市街地の活性化を図るための基本方針（2006年閣議決定）」でも、「人口減少・少子高齢
化社会の到来に対応した、高齢者も含めた多くの人にとって暮らしやすい、多様な都市機能がコ
ンパクトに集積した、歩いて暮らせる生活空間を実現すること」が目標の１つとされている。地
域の実態に応じた「コンパクトなまちづくり」という考え方を具現化する仕組みを検討すること
が求められている。
　一方で、コンパクトシティを支える都市経済の活性化は、「まちのにぎわい」、「商業の振興」
によって実現することが多くのマスタープランで計画されている。しかし、商業機能以外の病院・
福祉施設等の各種サービス機能の配置も重要である。さらに、住宅機能は一定の事業性を有して
いることから、職場、雇用を創出するための産業振興がセットで展開されることが重要である。
その場合、雇用総出力を有する製造業のコンパクトシティにおける位置づけを検討することが必
要となる。コンパクトシティ政策を推進することで、DIDの人口密度が上昇すると、労働生産性
が高まる経験則を踏まえ、DIDへの集積のメリットを活かしていくことがこれまで以上に重要と
思われる14）。そのためにも、都市政策における産業政策の位置づけを再検討することが求められ
ている。
　そこで、次章以下では、コンパクトシティ政策に取り組む自治体として富山市を事例に、富山
市におけるコンパクトシティ政策と産業政策を整理し、富山市における両者の関係を考察するこ
ととする。
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Ⅲ．富山市におけるコンパクトシティ政策の展開状況
　富山市におけるコンパクトシティ政策の展開状況について、政策の概要と目指すべき都市構造
を整理し、さらに手法としての公共交通政策と居住政策を整理する15）。
（１）富山市におけるコンパクトシティ政策の概要
　富山市は、2002年に初当選した森雅志市長のもと、一貫した都市政策を推進してきた。具体
的には、2004年の「富山市コンパクトなまちづくり研究会報告」のコンセプトを踏まえ、2005
年に着手され2007年度末に策定された「富山市都市計画マスタープラン」において、政策目標
としてコンパクトシティを明示し、現在も政策を推進している。さらに、「中心市街地活性化基
本計画」においてもコンパクトシティを目指した中心市街地の活性化を明示しており、コンパク
トシティの取り組みとして内外に有名な事例である。後述するが、富山市のコンパクトシティは、
中心市街地への一極集中ではなく、「お団子と串」と名付けた「多極連鎖型の都市構造」の形成
を目指しており、LRTを中心とした公共交通主体の都市とし、さらには公共交通沿線居住促進地
区の制度化、中心市街地の活性化に向けた多様な施策など、様々な政策を多面的に実行している。
　富山市都市計画マスタープラン（2008）は、富山市の市街地が低密度に広がっていることを
大きな問題点として挙げている。一方で、総人口が2005年の42.2万人をピークに減少に転じ、
2025年には39万人まで減少し、その30％にあたる12万人強が高齢者になると予測している。
そして、市街地の低密度化によって行政コストの上昇に警鐘を鳴らしている。例えば、市民１人
当りの都市施設の維持管理費（除雪、道路清掃、街区公園管理、下水道管渠管理の費用）が、
2005年は2,500円であるが、2025年には2,800円と12％上昇すると推計している16）。
　また、自動車交通への高い依存度も問題視している。富山県の１世帯当りの乗用車保有台数は
1.73台と全国で極めて高い水準であり、交通手段分担率における自動車の分担率も極めて高く、
通勤目的では80％になるなど、全国で最も高い水準である。そのため、公共交通が衰退するなど、
交通弱者の移動手段確保への懸念が示されている17）。
　その結果、人口が減少する局面での市街地の低密度な拡散が継続すると、車を使えない市民に
とって極めて生活しづらく、都市管理コストが増大し、都心の空洞化による都市全体の活力低下
と魅力が喪失する、といった問題が生じかねないと指摘している。その解決策として、富山市都
市計画マスタープラン（2008）は「これからの本市のまちづくりにおいては、今後の人口減少
と超高齢化に備え、『鉄軌道をはじめとする業務、文化等の都市の諸機能を集積させることにより、
公共交通を軸とした拠点集中型のコンパクトなまちづくり』の実現を目指します。」というまち
づくりの理念を提示している。
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（２）富山市が目指すコンパクトシティの都市構造
　富山市が目指す「お団子と串の都市構造」とは、「串」が一定水準以上のサービスレベルの公
共交通を意味し、徒歩圏を「お団子」に例えている。鉄道やバスなどの公共交通を充実すること
で、徒歩圏（お団子）を公共交通（串）でつなぐことにより、自動車を自由に使えない高齢者な
どの市民も、日常生活に必要な機能を享受できる環境を目指そうというものである。富山市が目
指すコンパクトシティは、７市町村が合併し多くの拠点があるという現状を勘案し、徒歩圏（お
団子）と公共交通（串）から成るクラスター型の「多極連鎖型の都市構造」を目指している。さ
らに、土地利用規制を強化することで都市計画を実現するのではなく、土地利用を誘導する手法
を基本としている。郊外における商業・業務系土地利用を厳しく規制することで、既成市街地に
しか商業・業務系の機能が立地できない都市政策を採用しても、結果として近隣市町村への商業
機能の流出を招き、市街地が拡大することとなっていた。そこで、駅等を中心とした徒歩圏にお
ける街の魅力を高めることで、そこに住みたいと思える市民を増やしていくことを誘導する手法
を基本としている。そして、その前提となる公共交通の再編整備を同時に実施している。
　このような「多極連鎖型の都市構造」を展開するために、既成市街地への都市機能の集約化を
図り、地域生活圏の形成と拠点の育成を図っている。この都市機能の集約にあたっては、市域全
体の拠点としての中心市街地を「都心」と位置づけている。また、市民の日常生活に必要な機能
が、身近な地域で提供されるよう、市域を複数の「地域生活圏」に分割し、その中心を「地域生
活拠点」と位置づけている。「地域生活圏」は、生活行動のコンパクト化を図る上での単位とな
るもので、圏域住民の最寄り品の購入や医療などの日常的な生活がほぼ満たされる圏域となるこ
とを目指している。その一方で、買回り品の購入や芸術文化・娯楽・交流など地域生活圏の中で
はサービスを受けきれない広域的なサービスは、地域生活拠点と都心を結ぶ公共交通サービスの
図１　富山市の都市構造の概念図
資料：「富山市都市計画マスタープラン」（2008）より作成
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維持・向上を図ることで、公共交通を利用して「都心」で享受できることを目指している。
（３）富山市のコンパクトシティを目指した公共交通のあり方
　富山市は、「富山市公共交通活性化計画」を2007年３月に策定し、都市計画マスタープランで
示す公共交通軸（鉄軌道６路線と幹線バス13系統）について全市的な活性化の方向性を示した。
基本的な考え方として、まちづくりの観点から必要なものについては、行政がコストを負担し、
公共交通を活性化させ、公共交通の活性化と沿線のまちづくりを一体的に行うことを示した。そ
して、鉄軌道の活性化については、市内の鉄軌道（JR北陸本線、JR高山本線、富山地方鉄道本線、
地鉄上滝線、地鉄市内電車、富山ライトレール）は、市民生活の足として利用できるサービスレ
ベルの確保を目指し活性化を図ること、バスの活性化は、公共交通軸となる幹線バス路線につい
ては、利用者の利便性、快適性等を高めるよう活性化を図ること、一方、市域周辺部の集落等の
維持を図るため、赤字バス路線への助成、コミュニティバス、乗り合いタクシー等の運行の確保
を必要に応じて行うこと、を基本方針として示した。特に、JR富山港線の廃止を受けて進められ
たLRTポートラムの整備は、2003年には路面電車化が提案されてから2006年４月に、日本初の
LRTとして開業し、乗降客数が増加するなどの効果を発揮している。
図２　富山市の公共交通の整備方針
資料：「富山市公共交通活性化計画」（2007）より作成
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（４）富山市における公共交通沿線地区への居住誘導政策
　都市計画マスタープランで、多極連鎖型の都市構造を実現するために「公共交通沿線居住推進
地区」を設定し、住宅立地に対して様々な支援が行われている。公共交通沿線住宅・居住環境指
針が定められ、それに適合した一戸建て住宅、分譲共同住宅を取得する人に対する公共交通沿線
住宅取得支援事業、適合する共同住宅を建設する事業者に対して公共交通沿線共同住宅建設促進
事業の二つの補助事業が用意されている。
　具体的には、2007年10月から、都市計画マスタープランで位置づける公共交通沿線居住推進
地区への居住を推進するため、市民向けには、戸建て住宅・共同住宅の建設・取得に対する補助
として30万円／戸が、区域外からの転入の場合は10万円／戸が補助されている。事業者向けの
支援としても、共同住宅の建設費に対して70万円／戸が補助されるとともに、地域優良賃貸住
宅供給事業の対象地域を拡大している。2012年３月までの実績として、651戸に対して補助さ
れている18）。
　図３　公共交通沿線居住推進地区の状況
　資料：「富山市都市計画マスタープラン」（2008）より作成
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（５）小括
　富山市では、森雅志市長が2002年に当選して以降、「富山市コンパクトなまちづくり研究会報
告（2004年）」、「富山市総合的都市交通体系マスタープラン（2005年）」、「富山市まちなか居住
推進計画（2005年）」、「富山市中心市街地活性化基本計画（2007年）」、「富山市総合計画（2007
年）」、「富山市公共交通活性化計画（2007年）」、「富山市公共交通沿線居住推進計画（2007年）」、
「富山市都市マスタープラン（2008年）」、「富山市環境モデル都市アクションプラン（2009年）」
と、コンパクトシティ政策が行政計画に明示され、各種事業が順次展開されてきた。また、都心
（中心市街地）は、商業振興とオフィス機能の集積により維持発展させる方針であるが、決して
都心への一極集中型の都市構造を目指しているのではなく、公共交通を活かした「多極連鎖型の
都市構造」を目指した都市整備が、「公共交通沿線居住推進地区」への居住誘導と相まって推進
されている。しかし、富山市の都市活力を如何にして維持、発展させるのか、それを担う産業は
どの様に振興すべきか、といった産業政策は、コンパクトシティ政策の中に明確には位置付いて
いなかった。コンパクトシティ政策を推進しても、都市活力が維持発展可能な産業政策が如何に
展開されているのかを整理することも重要な視点である。
　そこで、次章では、富山市の産業政策を整理、分析することで、コンパクトシティ政策と産業
政策の関連を考察することとする。
Ⅳ．富山市における産業政策の展開状況
　本章では、富山市の産業政策の展開状況について、産業の概観を整理するとともに、産業政策
の体系を分析し、さらにはコンパクトシティ政策と密接な関係のある工業系土地利用計画を分析
する。そして、富山市のコンパクトシティ政策を具体化する公共交通の一つであるLRTの利用者
数を工業系土地利用の多い路線で分析することとで、産業政策の展開状況を考察する。
（１）富山市における産業及び産業政策の概観
ａ．産業の概観
　富山市は、江戸時代から続いた製薬業に加え、豊富な水資源をもとに行われた発電事業がベー
スとなり、戦前から紡績工場やアルミ精錬工場などの立地が進んだ。戦後の高度経済成長期にな
ると、自動車、工作機械、電気機械に加え、中小企業のプラスチック工業が立地展開するなど、
北陸有数の工業都市として発展してきた。富山市の2010年の製造業の事業所（従業員４人以上）
は815箇所、従業員数は37,655人、製造品出荷額等は9,956億円と、2009年の8,911億円からは
回復しているが、2008年の１兆3,725億円までには回復していない。
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　業種別にみていくと、2010年の工場数が最も多いのは「一般機械」が172事業所、次いで、「金
属製品」124事業所、「食料品」115事業所、「印刷・同関連」78事業所である。従業者数は「一
般機械」8,566人、「化学」7,033人、「電子部品」4,780人でこの３業種で過半数を占めている。
製造品出荷額等では「化学」が最も多く2,995億円、「一般機械」2,955億円、「石油・石炭」1,522
億円であった。このように、富山市の工業は、医薬品製造業などの「化学」、軸受けや自動車部
品などの機械金属加工業、半導体などのIT関連製造業が中心的な業種といえる。
　一方、富山市の新規開業率は、富山県平均よりも高く、全国平均とほぼ同水準の高いレベルに
ある。つまり、富山市内では新規開業のポテンシャルは比較的高い状況にあることが推測される。
　先述したとおり、富山市の市街地が拡散的に拡大しており、DIDの人口密度も同規模の地方都
市と比較して低いが、医薬品、機械金属加工業、IT関連産業の産業集積を活かした、北陸地域有
数の産業都市としての高いポテンシャルを有している。さらに「富山市ハイテク企業団地」、「富
図４　富山市の製造業の推移（従業員４人以上の工場のみ）
資料：各年の「工業統計表」より作成
　図５　新規開業率の推移
　資料：各年の「事業所統計」より作成
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山市新産業支援センター」等の行政による新規開業支援策も充実しており、富山大学を核とした
「知的クラスター」等の産学官連携による研究開発プロジェクトも展開されるなど、地方都市で
ありながら高い新規開業率は維持している。
ｂ．産業政策の展開とその歴史
　このような富山市の産業発展を支えた産業政策の経緯を高度経済成長期以降でたどると、まず
「富山・高岡地区新産業都市建設計画（1964（昭和39）年）」がスタートとして挙げられる。昭
和40年代は、重化学工業を中心とした大規模な工業地帯の建設、近代的な農業地帯の形成、理
想的な住宅地帯の整備による「新産業都市」の形成を目指し、伏木富山港の整備、富山新港臨海
工業用地の造成分譲、富山空港の整備、住宅団地等を整備する産業政策が講じられた。次に、「富
山テクノポリス開発計画（1984（昭和59）年）」に指定され、ハイテク産業と研究機関を融合
させた新しいまちづくりを推進し、先端技術産業の導入と地元企業の技術高度化による「内発的
振興」を目指した産業政策が展開された。具体的には、富山テクノポリス財団（富山技術開発財
団）が設立され、富山市周辺における産学官連携の中心として位置づけられることとなった。さ
らに、富山八尾中核工業団地等の産業団地が造成分譲され、富山大学地域共同研究センターの設
置と富山県工業技術センター（中央研究所、機械電子研究所）の整備が進められた。
　「バブル経済」の際に策定された「富山頭脳立地計画（1989（平成元）年）」は、ソフトウェ
ア産業などの「ソフト産業」の集積促進を目指した産業政策であった。具体的には、富山総合情
報センターを整備し、富山イノベーションパークの造成分譲、民活法による富山県産業創造セン
ターの整備、富山県立大学の開学など、ソフト産業に注力した産業政策が展開された。しかし、
バブル経済が崩壊し、ソフト産業の地方立地は進展しなかった。そこで、「オフィスアルカディ
ア構想（1994（平成６）年）」による地方定住の核となるような地方拠点都市の整備を図り、オ
フィス等の産業業務施設の再配置を目指した産業政策が展開された。富山県産業高度化センター、
高岡オフィスパークの整備が進められたが、大都市でもオフィス需要が低迷するなか、地方都市
への業務機能の進出はほとんど進まなかった。
　1990年代は、経済の国際化が進展し、工場の海外進出による「産業の空洞化」が懸念された。
特に、鋳造、鍛造、プレス、メッキなどの基盤的産業の振興を図る「基盤的技術産業集積の活性
化に関する計画（1997（平成９）年）」が策定され、技術の高度化、新製品の開発、新分野の開
拓などを促進する事業が展開された。富山市では、富山県総合デザインセンターの整備などに加
え、既存の各種産業支援機関による研究開発支援、産学官等連携支援等への補助等が実施され、
北陸地方の産業を支える基盤的産業集積の維持・発展を図る事業が展開された。
　このように、高度経済成長期の産業団地整備等の「産業集積の形成」を目標とした産業政策か
ら、1990年代後半は、既存の産業集積を活用する産業政策への転換が図られた。そして、「新事
業創出促進基本構想（1999年、平成11年）」は、産業支援機関等のネットワーク化を図り、研
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究開発から事業化まで一貫して起業家等を支援する総合的な支援体制を整備し、新事業の創出を
促進する政策が展開された。富山市域においても、新世紀産業機構のワンストップサービス推進
事業、産業支援人材導入事業・高度技術産業集積地域の活性化等が展開された。
　2000年以降は、産学官の連携によるネットワークが構築された「クラスター」と呼ばれる地
域の形成を目指した「産業クラスター計画・知的クラスター創生事業（2003（平成15）年より）」
が富山地域で展開された。知的創造の拠点たる大学、公的研究機関等を核とし、関連研究機関、
研究開発型企業等が集積する研究開発能力の拠点の創成を目指したものであり、先端的なバイオ
技術を活用した大型共同研究プロジェクトの推進・バイオ分野での県内企業の進出や県外の誘致
と連携の促進・バイオ関連の新製品開発・製造のための設備投資に対する融資や行ってきた。
　このような様々な産業振興政策が展開されてきた富山市では、その産業政策を文章化し、
2009年３月に「富山市工業振興ビジョン」として発表した。さらに、2012年３月には「富山市
工業振興ビジョン（第１次改訂）」を発表し、３カ年の政策展開を点検するとともに、時代の変
化に合わせて改訂を行っている。このビジョンには、富山市の産業政策の目標や施策の方向性、
さらには他の政策との関係性が記されているため、その文脈を整理、分析することで、富山市の
産業政策を考察することが可能である。
　なお、富山市の産業政策の優先順位を商工費の予算額と一般会計に占めるシェアでみると、
2008年までは予算額、シェアともに増加している。なお、2008年までは商工業振興資金等貸付
事業費に預託金を含んで予算化されていたが、2009年からは利子分のみが予算計上されている
ため予算額が激減している。また、「緊急経営基盤安定資金貸付」も2009年からは大幅に縮小し
ており、この２つの貸付事業の予算額が100億円近く減額されたことで、商工費の予算規模は
100億円近く縮小している。2009年以降、予算額、シェアともに微増である。
図６　富山市の商工費の推移と一般会計に占めるシェア（一般会計の当初予算）
資料：各年の富山市の予算資料より作成
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（２）「富山市工業振興ビジョン」の体系
　次に、「富山市工業振興ビジョン」の文脈を整理することで、富山市の産業政策の体系を考察
する。ビジョンでは、富山市の産業の将来像を『底力のある成長に挑む 未来に輝く「産業都市」
とやま』と定義し、富山市工業が2018年（平成30年）まで、創造と連携が繰り広げられ、活力
に満ちて進化していく姿をイメージしている。そのために、６つの基本方針を定め、各基本方針
別に施策方針が体系的に設定されている。基本方針と施策方針の体系は表１の通りである。その
なかで、コンパクトシティ政策との関連を有する施策方針を整理する。
　「企業進出の促進」は、企業立地に対する助成制度を充実させ、工場の新増設を促している。
助成対象の地域は、郊外の工業団地が中心である。「工場適地への誘導」は、住宅地の工場を工
場団地などの工場適地に立地助成金等を用いて誘導する施策を展開している。「企業団地の整備」
は、新規工場団地として呉羽南部企業団地、熊野北部企業団地を新規造成し、さらに塩地内地区
において開発を検討中である等、工場の操業場所を行政が造成、提供している。また、既存工業
団地内の空き工場の有効活用を進める事業も展開している。
表１　富山市工業振興ビジョンの体系
資料：「富山市工業振興ビジョン」（2009）より作成
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　「公共交通の充実」は、従業員の通勤の利便性向上に向けた公共交通の拡充を産業政策として
位置づけている。「第２創業支援」として、新規開業者向け貸し工場である「富山ハイテクミニ
企業団地」の再整備を行っている。そして、「温暖化防止への取り組み支援」として、環境モデ
ル都市の推進をコンパクトシティ政策の目標として位置づけていることもあり、両者が関連する
政策として記述されている。
（３）富山市の工場立地の状況
　富山市内における工場立地は、市中心部から富山港に向かう神通川沿いと、海岸部に広く分布
している。これらの地域は、高度経済成長時から立地している化学や金属加工などの比較的規模
の大きな工場である。一方、内陸部には電気、電子部品や衣料品などの、規模が大きくない工場
が立地している。このような工場立地の現況を踏まえた都市計画の用途地域指定は、市北側に工
業系土地利用を配置し、住宅系土地利用を市南側に配置している。都市計画の用途地域を鑑みる
と、市北側の既存工業地域において、今後も工場立地を促進することが望ましい。
　しかし、工業系の用途地域では、工場の建て詰まりが見られ、新規立地はもちろん、増改築も
難しい状況にある。また、内陸部の工場が、郊外化に伴う住宅開発により住宅と近接し、騒音や
悪臭への苦情等による操業への障害が懸念される事態となっている。そこで、ビジョンでは図６
のとおり市南側の４地区に、新規工場団地造成を計画している19）。住宅開発やロードサイド型の
商業開発により拡散的に拡大している市街地の、さらに外側の郊外に、新規の工場団地を配置す
ることが計画されている。
図６　富山市の用途地域の現状と工業適地の分布
資料：「富山市工業振興ビジョン」（2009）より作成
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（４）公共交通の充実による影響
　先述したとおり、富山市北側の富山港周辺と、そこに至る神通川沿いは、工場が多数立地して
いる地域である。その神通川に沿って、富山市中心部と富山港を結ぶ路線が富山ライトレールで
ある。コンパクトシティを目指した公共交通の充実は、一方で労働者の通勤の足を確保するとい
う産業政策の一面も有しており、富山市工業振興ビジョンにも政策の柱として明示されている。
　富山ライトレールは、JR富山港線を2006年に引き継いでLRTを導入して開設した路線である。
JR時代は、１日に38本、30分間隔のダイヤ編成であった。しかし、2006年に富山ライトレール
になってからは、１日に132本、15分間隔（ラッシュ時は10分間隔）のダイヤ編成へと利用者
の利便性を格段に向上させた。その結果、１日当たり利用者数は平日で4,988人、休日は5,576
人となった。これは、JR富山港線時代の平日で2,266人、休日では1,045人だったのに比べると
平日で２倍以上、休日では５倍以上に増加したことになる20）。
　このような富山ライトレールの流動の特徴は、北部方面の住宅地から市中心部のオフィスへの
通勤が中心である。しかし、乗客数は半分であるが、市中心部から北部方面の工場への通勤客も
存在する21）。片方向の需要が強いと車両運用が非効率になり事業継続に厳しい条件となるが、ラ
イトレールは、北部地域への工場通勤の流動が一定あるため、ライトレールの経営を安定する可
能性を有している。
（５）富山市の産業政策とコンパクトシティ政策の考察
　富山市は、北陸有数の産業都市として、従来から積極的な産業政策を展開しており、今後も産
業政策を充実する方向である。工業振興ビジョンでは、様々な産業政策が計画として明示されて
いる。産業を高度化、活性化するには、工場を新増設することも必要であるが、富山市の工業系
用途地域内での新増設は困難な状況にある。そこで、工業振興ビジョンは市南部の４地区を工場
適地として抽出し、工場団地を郊外に造成する計画を明示している。計画地は、郊外の住宅開発
地域よりもさらに郊外に位置しており、コンパクトシティ政策と産業政策の土地利用面でのマク
ロ的な整合性は見いだせない。一方、コンパクトシティ政策を推進する公共交通の充実に関して
図７　富山ライトレールの通勤通学者の発着地別利用者数
資料：富山市職員研修報告書「富山ライトレールの今」（2010）データより作成
コンパクトシティ政策と産業政策の関係に関する考察
− 99 −
は、従業員の通勤利用が急増するには至っていないが、郊外に位置する工場への通勤流動が一定
数存在することで、非効率な片方向のみの輸送ではなく、効率的な双方向の旅客流動が確保され、
事業性を高める可能性が示唆された。また、コンパクトシティ政策において「多極連鎖型の都市
構造」を形成する都心や徒歩圏地域では、面的な産業政策は展開されていないものの、個別の中
小企業対策やベンチャー育成政策が展開されており、ミクロ的な政策を連携させることは可能と
推察される。
Ⅴ．コンパクトシティ政策と産業政策の関係に関する考察
　都市は、都市圏を拡大することで人口や産業機能を質量ともに拡大させ、それが都市の活性化
につながってきた。しかし、少子高齢化社会を迎えるなかで、都市圏の拡大が都市の維持管理コ
ストの拡大を招くことが懸念されつつある。そこで、地方都市の整備方針として注目されている
コンパクトシティ政策であるが、都市圏の拡大を抑制するコンパクトシティ政策を展開した際に、
都市の活力を維持、発展させるための産業政策を如何に展開すべきかの議論が重要となる。そこ
で、コンパクトシティ政策として有名な富山市を事例に、両者の関係を整理した。その結果、富
山市は、北陸有数の産業都市として、今後も産業政策を充実する方向であることが確認された。
そして、産業政策を明示した工業振興ビジョンを分析したところ、産業を高度化、活性化するに
は、工場を新増設することも必要であるが、富山市の工業系用途地域内での新増設は困難な状況
にあり、４つの地区を工場適地として抽出し、工場団地を郊外に造成する計画を明示していた。
ところが、計画地は、郊外の住宅開発地域よりもさらに郊外に位置しており、コンパクトシティ
政策と産業政策の土地利用面での市域全体の土地利用面、都市計画面でのマクロ的に整合されて
いないことが明らかになった。また、コンパクトシティ政策において「多極連鎖型の都市構造」
を形成する都心や徒歩圏地域に対する面的な産業政策は展開されていないが、個別の中小企業対
策やベンチャー育成政策を展開するなど、ミクロ的な政策を展開する可能性を得ることができた。
　一方、コンパクトシティ政策を推進する公共交通の充実に関しては、富山市では郊外の工場へ
の従業員の通勤流動が一定数存在することで、朝夕のラッシュ時に非効率な片方向のみの輸送が
行われるのではなく、上下線ともに一定数の乗客を乗せた運行が行われている。コンパクトシティ
を支える公共交通の事業性を健全化するには、効率的な運行が重要である。郊外に一定の産業が
立地することで、朝夕のラッシュ時に都心と郊外で双方向の流動を発生させ、事業的に厳しい地
方都市の公共交通の経営基盤を安定させることは重要な視点である。このように、産業政策によ
る工場の郊外への配置が、公共交通の事業性を高め、コンパクトシティ政策を支える可能性を有
していることが明らかになった。以上が富山市におけるコンパクトシティ政策と産業政策の関係
を分析した結果である。
　この富山市の分析事例を踏まえ、地方都市におけるコンパクトシティ政策と産業政策の関係と
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して、以下のことが考察できる。第1は、コンパクトシティ政策と産業政策は、相互に密接な関
係を有していることが明らかになったことである。市街地の無秩序な拡大を抑制するコンパクト
シティ政策によって、従来の都市圏拡大による都市活力の維持・発展という考えが適用できなく
なる。そのため、限られた都市圏内において都市活力を高めるためには、コンパクト政策と産業
政策はともに密接な関係を持って展開する必要がある。その際、郊外での産業団地の造成が進む
場合もあるが、その際は既成市街地内でのベンチャー育成などのミクロ的な産業政策を同時に展
開するなど、両者を結びつける政策展開が求められる。特に、都市内のさまざまな地域に工場が
立地することで、通勤流動が都市内で相互に発生し、公共交通の効率的な運用を支えることも明
らかになった。コンパクトシティ政策を支える公共交通の事業性を高めるためにも、産業政策に
よる適切な産業立地は重要である。
　第２は、中心市街地の活性化を商業のみではなく、製造業を含む多様な産業集積の形成を目指
すことへの示唆である。コンパクトシティ政策を中心市街地活性化と関連づけて議論する自治体
が多いが、既に郊外にロードサイド型の大規模ショッピングセンター等が操業しているなか、
1960年代や1970年代の賑わいを中心市街地に取り戻すことを目標とした活性化計画は極めて困
難になりつつある。中心市街地に再開発ビルを建設しても、商業機能で床を埋めることは困難に
なっている。富山市も、中心市街地の商業機能が往時の賑わいを取り戻すには至っていない。最
近は、分譲住宅を建設することで土地利用を推進したり、福祉や行政サービスなどの公共サービ
スを立地させたりするケースも増えている。しかし、環境に配慮した研究開発型のベンチャー企
業などの立地を中心市街地に立地展開することも十分考えられる。コンパクトシティ政策と産業
政策を関連づけるには、中心市街地における商業の位置づけを明確化し、そこに製造業をはじめ
とする多種多様な産業機能を配置するなどの検討が迫られているといえる。
　コンパクトシティ政策を都市の活性化と結びつけて議論するには、産業政策との関係について、
更なる政策科学的な研究が必要である。今後は、より詳細なケーススタディの積み重ねや、計量
経済学的なアプローチによる定量的な分析も重要になると思われる。これらは、今後の研究課題
としたい。
 （みつはし　ひろし・文部科学省初等中等教育局／高崎経済大学地域政策学部非常勤講師）
【付記】
　本稿は、第７回日本地域政策学会（於：武蔵野大学、2009年７月５日）において発表した内容を加筆修正したものである。
また、本稿は執筆者の個人的見解をとりまとめたものであり、所属組織を代表する見解でないことにご留意頂きたい。
　このたびの戸所隆先生の定年退職、心よりお慶び申し上げます。戸所先生には、地理学をベースとした地域政策学研究と
いう学問の道に対して、時には厳しく時には優しくご指導賜りました学恩に、心より感謝申し上げます。また、戸所ゼミ
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【註】
１）　LRTは Light Rail Transit　の略。日本では、旧来型の路面電車と区別するために、「次世代型路面電車システム」をLRT
と呼んでいるが、明確な定義はない。一般的に、低床車両などの新型車両を導入し、郊外での高速専用軌道と都市内での
併用軌道の運転を行っている鉄軌道を指す。
２）　内閣府「第３章第３節　コンパクトシティの形成に向けて」P180 〜 P201内閣府『地域の経済2012』207頁、2012年
３）　玉川英則「第１章　コンパクトシティと現代」P7−P8、玉川英則編『コンパクトシティ再考』学芸出版社、220頁、
2008年
４）　黒田達朗・田渕隆俊・中村良平『都市と地域の経済学（新版）』有斐閣、2008年
５）　山崎清・西野郁夫・岩上一騎「都市の構造分析：コンパクトシティ」『Best Value Vol.7 2004.10』株式会社価値総合研
究所、2004年
６）　註2）と同じ　P182
７）　註2）と同じ　P182
８）　2011年度末をもって、「中心市街地活性化計画」の計画期間を終了した北海道帯広市、青森県青森市、長野県長野市、
富山県富山市、富山県高岡市、石川県金沢市、兵庫県宝塚氏、和歌山県和歌山市、広島県府中市、熊本県八代市、大分県
豊後高田市の11市。
９）　註２）と同じ　P193 〜 P194
10）　註２）と同じ　P194
11）　註２）と同じ　P194
12）　註２）と同じ　P194 〜 P195
13）　註２）と同じ　P198 〜 P199
14）　註２）と同じ　P200
15）　富山市の各種計画をもとに、さらに富山市が各種研究会で発表した講演会資料などをもとに整理した。また、中出文平
（2013）「富山市のめざす串と団子型コンパクトシティ−マスタープランが描く空間ビジョンと実現に向けた計画・施策−」
も参考にした。
16）　富山市都市計画マスタープランにおいて行政コストを推計しており、市街地の拡散が行財政を圧迫することを具体の数
字をもって推計し、懸念を示したことは、コンパクトシティ政策を推進する重要な要因となっている。また、この推計値は、
他の自治体にも多大な影響を与えた。
17）　富山市都市計画マスタープラン（2007）における値。
18）　中出文平（2013）報告における助成の実績値。
19）　富山西インター周辺、大沢野北部、熊野・新保周辺、流杉インター周辺の４カ所を工場団地造成適地として抽出し、熊
野北部工業団地は造成が進み、既に分譲も開始している。
20）　富山市職員研修報告書「富山ライトレールの今」における報告値。
21）　大都市の近郊私鉄のように、極端な片方向の利用とはなっていないため、事業性の面では有望である。
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